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「実効性のある BCP の追求」シリーズ その③ 

BCP の事実と真実 
〜過去 3 年で我が国の BCP の実効性は向上したか？〜 

 

 

BCP の策定がもはや「当たり前」のフェーズへと移行する中で、我々が直面しているのは、感染症、地政学
リスク、そして止まることのないサイバー攻撃や激甚災害という、想定を超え続ける危機の連鎖である。 
 
問われているのは、変容し続ける脅威に対し、いかにしなやかに、かつ迅速に対応できるかという組織の「地
力」である。BCP の策定率の向上そのものに本質はない。 
 
本レポートは、過去 3年間の定点観測を通じて、企業の BCP の実効性の現在地を検証する調査の第
3弾となる。 移り変わる事象の陰に隠れた「変えてはならない本質」と、実効性を向上させるために「変えな
ければならない構造」とは何か。 形骸化の壁を突き崩し、次なる有事に打ち勝つための「不変の原理原
則」を解き明かす。 

2026 年８月発行 
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はじめに 
 

我が国の BCP策定率は、長期的には右肩上がりの推移を見せている。最新の内閣府調査によれば、
大企業の策定率は 8割に迫り、着実な浸透が窺える。しかし、過去 3年にわたる本調査の軌跡を振り
返るとき、我々は一つの問いに直面する。「策定率の向上は、果たして組織のレジリエンス（回復力）向
上に直結したのか」という問いである。 
 
この 3年間、感染症の教訓を経て、サイバー攻撃の激化、地政学リスクの顕在化、そして頻発する自然
災害と、BCP が対象とすべき事象は「点」から「面」へと劇的に変化した。これに伴い、BCP事務局と現
業部門の間に横たわる意識の溝を埋める努力が各地でなされてきたが、依然として「計画はあるが動けな
い」という実効性の壁に突き当たっている企業は少なくない。 
 
本レポートは、過去 3回の継続調査を通じて得られたデータを基に、「我が国の実効性は向上したのか」
を多角的に検証するシリーズ第 3弾であり、最終回となる。 
 
調査にあたっては、創業以来一貫して BCP を含むリスクマネジメント活動の実効性を追求してきたニュー
トン・コンサルティング株式会社が、時代と共に変容するリスクの正体と、それに対峙するための不変の成
功要因について仮説を構築。BCP策定済み企業の役職員を対象として、有事に BCP が「機能する組
織」と「機能しない組織」を分かつ決定的な違いを解き明かす。 
 
計 3回の調査で見えてきたのは、有事において組織が適切に動く「真の原動力」と、変化し続けるリスク
環境に適応するための「普遍的なメカニズム」である。 
 
BCPは有事が発生しないとその真価を発揮しない。そして有事が起きることは稀であるが故に、BCPは
形骸化しやすく、活動を継続しないと実効性は失われていく。実効性のある BCP がより評価される社会
になるために、本調査が少しでも役に立てば幸いである。 
 
 
 
 



BCP の事実と真実 調査レポート 

2 

 
【目 次】 

1. 過去 3 回の調査で BCP の実効性は低下（自信の喪失） ....................................... 5 

2. BCP が想定すべき脅威は多様化：物理被害にデジタル被害が加わる ........................... 8 

3. 外資系と日系企業の明暗：サイバー攻撃対応 .................................................... 11 

4. BCP が機能しない組織は“ヒト”、機能する組織は“モノ”が課題 ................................ 14 

5. 「形式的な経営層の関与」は役に立たない .......................................................... 19 

6. 実効性を生む「訓練の鮮度」 .......................................................................... 23 

7. 実効性を生む土台となる「企業風土」 ............................................................... 29 

8. BCP に「唯一の正解」はない―業種・業態ごとに BCP の型が異なる .......................... 33 

9. 本調査結果を踏まえて推奨するアクション .......................................................... 40 

10. おわりに ............................................................................................... 45 

11. 調査方法と設問一覧 ............................................................................... 46 

12. 会社案内 ............................................................................................. 49 

 
 



BCP の事実と真実 調査レポート 

3 

 

Executive Summary 
 
2026年の内閣府の BCP調査 1において大企業の BCP策定率が 8割に迫る裏で、本調査では企業
担当者による「実効性の評価が過去最低」であるという深刻な状況に直面している。自社の BCP が有
事に「機能すると思う」と答えた組織はわずか 43%。さらに想定外の危機に対しては 25%にとどまる結
果となった。 
 
本調査は、長年の顧客支援を通じて得られた当社の知見を基に、BCP の実効性を左右すると考えられ
る要因について仮説を立て、その傾向を確認するために設問を設定したものである。以下に示す各要因と
実効性との関係は、この仮説に沿って分析したものである。 
 
3回の調査を通じて判明したのは、以下のような特徴である。 
 
「策定しただけの BCP」は、有事において何の盾にもならない。 本レポートでは、調査データに基づき導き
出された 8 つのキーポイントに沿って、真の事業継続力を手に入れるための要点を解説する。 
 

① 過去 3 回の調査で BCP の実効性は低下（自信の喪失） 
BCP が有事に「機能する」という自信は 43%へと低下し、想定外の危機に対してはさらに 25%
（2024年 27%）まで下がる。これは危機が多様化するとともにマニュアルの限界に企業が気づき
始めた表れではないかと考えられる。 
 

② BCP が想定すべき脅威は多様化：物理被害にデジタル被害が加わる 
自然災害による建物・インフラの損壊（物理被害）に加え、サイバー攻撃やシステム障害（デジタ
ル被害）が事業停止の主因となりつつある。多様化・複雑化する現代の脅威に対し、IT リスクを包
括した BCPの実効性をいかに高めるかが問われている。 
 

③ 外資系と日系企業の明暗：サイバー攻撃対応 
外資系企業はサイバー攻撃への想定割合が 49.4%に達するのに対し、日系企業は 35.6%にとど
まり、グローバル視点でのリスク管理意識に差が見られる。 
 

 
1 2026年 3月公表：内閣府「企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」 
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④ BCP が機能しない組織は“ヒト”、機能する組織は“モノ”が課題 
BCP が機能しない組織は「社員の意識・ノウハウ不足」で足踏みし、機能する組織は「代替 IT シス
テムの欠如や体制の未整備」という次の課題へ進んでいる。また「経営陣の取組み意識が低い」は 3
年間 14〜15%で横ばいのまま 3位に浮上しており、多くの企業で組織全体の意識改革が進んで
いないことを示している。 
 

⑤ 「形式的な経営層の関与」は役に立たない 
社長が毎年訓示している組織では、69%が BCP が「有事に機能すると思う」と答えたのに対し、訓
示のない組織は 28%にとどまった。マネジメントレビュー等を通じて経営陣への報告を毎年実施して
いる層が 63%で、数年に 1回の層（54%）や実施していない層（25%）を上回る。これらの結
果から、報告の頻度と実効性の実感には正の相関関係が見られ、定期的な報告機会の確保が重
要であることが窺える。 
 

⑥ 実効性を生む「訓練の鮮度」 
直近 1年以内に経営陣・事業部門・IT部門が合同で実践的な訓練を実施している組織ほど、有
事における具体的な対応力と高い実効性を感じている。部門の枠を超えた実践経験こそが即応性
の鍵となる。 
 

⑦ 実効性を生む土台となる「企業風土」 
普段から階層の壁、部門の壁を取り除くコミュニケーションを活発に行い、現場へ権限移譲するカルチ
ャーが根付いている組織ほど、指示が途絶えた状況でも現場が自律的に判断・行動できる。真の
BCP を支えるのは「現場の自律的な判断を後押しする企業風土」である。 
 

⑧ BCP に「唯一の正解」はない――業種・業態ごとに BCP の型が異なる 
BCP の「型」は、初動（ERP）、対策本部活動（CMP）、事業継続（BCP）、企業風土（復
旧アプローチ）の 4 つの軸で決まる。そして、そのどれもが業種によって大きく異なる。初動の「自動参
集型」は電気・ガス・熱供給・水道業（N=19）で 74%、「医療、福祉」（N=37）で 65%に達
する一方、建設業（N=46）・製造業（N=245）では 37%にとどまる。同業他社の型は自社
の位置を測る物差しとして有用だが、型は事業特性や拠点構成といった自社固有の制約から導か
れるものであり、他社の型を移植しても自社で機能する根拠にはならない。 

 
調査データから導き出された「8 つのキーポイント」を通じて、わが国の有事に BCP が「機能しない組織」
を「機能する組織」へと引き上げるための方策を本レポートにて示す。 



BCP の事実と真実 調査レポート 

5 

 

1. 過去 3回の調査で BCP の実効性は低下（自信の喪失） 

【ポイント】 BCP が有事に「機能する」という自信は 43%へと低下し、想定外の危機に対してはさらに
25%（2024年 27%）まで下がる。これは危機が多様化するとともにマニュアルの限界に企業が気づ
き始めた表れではないかと考えられる。 

我が国の BCPは、かつてない「形骸化の危機」に瀕している。2025年調査において、自社の BCP が
想定内の危機で「機能する」と確信を持っている企業は 43%にとどまり、2023年（48%）から 5 ポイ
ント下落した。さらに、「想定外の危機」に直面した際、BCP が機能すると答えた企業はわずか 25%—
—実に「機能する」と言い切れない回答が 74%を占めているのが現状である。 
 

自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025全体) 

 
【グラフ 1-1：想定内の危機で BCPが機能すると回答した割合(2025全体)】 

 

2023年と 2024年調査において、BCP が「機能すると思う」と回答した割合は 48%と横ばいであった。
しかし、2025年には 43%へと 5 ポイント下落しており、BCPの実効性に対する自信が低下傾向にあ
る。特に「そう思う」という回答が 2023年の 41%から 2025年には 34%へと、3年間で 7 ポイントも
減少している点が顕著である。対して、「全くそう思わない」という強い否定を示す層は、2023年の 4%
から 2025年には 7%へと、緩やかではあるが増加している。「そう思わない」と合わせると、2023年の
19%から 2025年には 22%に増えており、自社の計画に不備を感じている層が一定数存在し続けて
いる。 
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自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2023-2025全体) 

 
【グラフ 1-2：想定内の危機で BCPが機能すると回答した割合(2023-2025全体)】 

 
さらに「想定外の危機が発生した際に BCP が機能するか」という設問では、BCP が「機能する」と自信を
持っている層（「強くそう思う」および「そう思う」の合計）は全体の 25%にとどまる。「どちらでもない」という
回答が 37%と最も多く、自社の BCP の実効性について判断を保留、あるいは確信を持てていない組織
が多数派を占めている。また、「そう思わない」および「全くそう思わない」を合わせた否定的な回答は計
25%、「わからない」という回答も 12%存在し、BCP の有効性に否定的な懸念、不透明感を持つ現状
も浮き彫りになっている。 
 

自社の BCPは想定外の危機が発生した際にも機能すると思っているか?(2025全体) 

 
【グラフ 1-3：想定外の危機で BCPが機能すると回答した割合(2025全体)】 
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2024年と比較すると、想定外の危機で BCP が「機能する」と考える割合は 27%から 25%へと 2 ポイ
ント低下した。低下幅そのものは小さいが、注目すべきは水準の低さが 2回の調査を通じて変わっていな
い点である。「そう思わない」「全くそう思わない」は 2024年 24%、2025年 25%とほぼ動かず、「どち
らでもない」が両年とも 37%を占める。想定外への備えについては、肯定も否定もできない層が最も厚い
まま推移している。 
 

自社の BCPは想定外の危機が発生した際にも機能すると思っているか?(2024&2025全体) 

 
【グラフ 1-4：想定外の危機で BCPが機能すると回答した割合(2024・2025全体)】 

 
 
考察 

本結果は、実効性への確信が低下した理由そのものを尋ねていない。ただ、第 2章以降で示す脅威の
多様化やオールハザードへの関心と併せて読むと、この低下は、単なる衰退ではなく「マニュアルの限界に
企業が気づき始めた」表れとも解釈できる。 
 
近年、感染症、地政学リスク、止まらないサイバー攻撃やシステム障害など、危機は「想定を超える形」で
襲いかかってくる。従来の「地震が起きたらこう動く」という固定シナリオで作られた分厚いマニュアルでは、複
雑化する現実の危機に太刀打ちできないと現場が感じ始めていることが、自信の低下として表れているの
ではないか。必要なのは、シナリオに縛られたマニュアルの増補ではなく、あらゆる事態で事業リソース
（人・IT・拠点）が失われた状態から業務継続・復旧を実現する「オールハザード型」への進化である。 
 
特定のシナリオ（地震のみ、火災のみ等）に依存した BCPから、どのような原因であっても「経営資源
（人・モノ・金・情報）がどの程度ダメージを受けたら、どう代替・復旧させるか」という結果事象に着目し
た「オールハザード型」の BCP への移行・見直しを検討すべき段階に来ていると言える。 
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2. BCP が想定すべき脅威は多様化：物理被害にデジタル被害が加わる 

【ポイント】 自然災害による建物・インフラの損壊（物理被害）に加え、サイバー攻撃やシステム障害
（デジタル被害）が事業停止の主因となりつつある。多様化・複雑化する現代の脅威に対し、IT リスク
を包括した BCP の実効性をいかに高めるかが問われている。 

想定脅威で最も割合が高いのは「地震」の 67.3%であり、全体の約 7割を占めて圧倒的な首位となっ
ている。続いて「サイバー攻撃」（37.1%）、「風水害」（33.3%）、「システム障害」（29.7%）、
「火災」（29.6%）が上位に並ぶ。これらの結果から、地震や風水害といった自然災害への根強い警
戒感に加え、近年の IT化や DX推進に伴い、サイバー攻撃やシステム障害などの IT リスクを重視する
傾向が強く窺える。 
 
さらに「オールハザード」（28.4%）、「パンデミック」（27.2%）、「大規模停電」（21.9%）も 2割
以上を占めている。自然災害への備えにとどまらず、IT脅威や感染症など多角的な危機に対応した実
効性の高い事業継続計画（BCP）の策定が求められていると言える。 
 

BCPの想定脅威は何か? [複数回答] (2025全体) 

 
【グラフ 2-1：BCPの想定脅威(2025全体)】 
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表 2-1は、2023年から 2025年にかけて企業等が意識する「脅威」の順位と割合の推移を示したも
のである。全体を通じた最大の特徴は、3回の調査を通じて「地震」が 1位（約 67〜70%）を維持し
ており、自然災害への強い警戒感が一貫している点である。また、「サイバー攻撃」と「風水害」も毎回上
位 4位以内に入り続けており、自然災害と IT脅威の 2軸が大きな懸念材料であることが分かる。 
 
一方で、順位や割合の変動も見られる。2023年に 3位（39.5%）だった「火災」は 2025年には 5
位（29.6%）へと下降傾向にある。対して「システム障害」は、2024年に 5位（29.8%）、2025
年には 4位（29.7%）と上位におり、業務のデジタル化に伴うシステム依存度の高さが窺える。 
 
３回の調査を通じて地震が最大の脅威である一方、デジタル社会特有のリスクも上位へ定着しているこ
とが読み取れる。 
 

【表 2-1：BCP の想定脅威トップ 10(2023-2025)】 

順位 
2023年 2024年 2025年 

脅威 割合 脅威 割合 脅威 割合 

1位 地震 69.5% 地震 69.2% 地震 67.3% 

2位 サイバー攻撃 41.3% 風水害 35.9% サイバー攻撃 37.1% 

3位 火災 39.5% サイバー攻撃 34.8% 風水害 33.3% 

4位 風水害 35.1% 火災 30.0% システム障害 29.7% 

5位 オールハザード 31.7% システム障害 29.8% 火災 29.6% 

6位 大規模停電 30.0% オールハザード 27.8% オールハザード 28.4% 

7位 パンデミック 27.3% パンデミック(同率 6位) 27.8% パンデミック 27.2% 

8位 品質クレーム・リコール 15.0% 大規模停電 27.0% 大規模停電 21.9% 

9位 委託先のビジネス停止 13.6% 品質クレーム・リコール 12.9% 噴火 11.4% 

10位 テロ・暴動 12.6% 委託先のビジネス停止 12.4% テロ・暴動 9.8% 

 
 
考察 

本結果で「サイバー攻撃」（37.1%・2位）や「システム障害」（29.7%・4位）といった IT脅威が上
位に定着し、「オールハザード」（28.4%）も一定の水準を保っている背景には、近年の「業務プロセス
の IT依存」と「被害の複合化・広域化」という構造変化があると考えられる。 
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背景の一つとして、企業の DX推進やクラウド化に伴うビジネス構造の変化がある。基幹システムやネット
ワークが事業の要となったことで、サイバー攻撃やシステム不具合が起きた際、即座に全社業務の完全停
止や重大な金銭・信用損失に直結する可能性が高まった。ランサムウェア等の身代金型攻撃の手口が
高度化・巧妙化し、業種を問わず脅威が身近になったことも意識を押し上げていると考えられる。 
 
また、従来のような単一の事象（地震・風水害等）への個別対策だけでは、通信途絶や電源喪失、
感染症流行などが同時に重なる複雑な事態に対処しきれないという教訓もあるだろう。その結果、原因
を問わず事業リソースの喪失という結果事象から逆算して備えるオールハザードの考え方が一定の支持を
保っているとみられる。 
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3. 外資系と日系企業の明暗：サイバー攻撃対応 

【ポイント】 外資系企業はサイバー攻撃への想定割合が 49.4%に達するのに対し、日系企業は
35.6%にとどまり、グローバル視点でのリスク管理意識に差が見られる。 

本表は、企業が想定する脅威について、日系企業と外資系企業の回答傾向を比較したものである。 
双方とも 1位は「地震」、2位は「サイバー攻撃」と共通しているが、割合や 3位以下の顔ぶれには大き
な違いが見られる。「地震」は日系で 68.8%に達する一方、外資系では 54.5%にとどまる。対照的に
「サイバー攻撃」は、外資系（49.4%）が日系（35.6%）を約 14 ポイント上回っており、外資系企
業においてサイバー脅威への意識がより高いことが窺える。 
 
また、3位以下の項目を見ると、日系は「風水害」（34.2%・3位）や「火災」（29.7%・4位）とい
った物理的な災害・事故が上位に並ぶ。一方、外資系では「パンデミック」（35.1%・3位）や「テロ・暴
動」（18.2%・10位）の割合が高く、グローバル視点でのリスク管理を重視する姿勢が表れている。 
※外資系企業は N=77 であり、結果は参考値として解釈している。 
 

【表 3-1：BCP の想定脅威トップ 10(資本形態別)】 

順位 
日系 外資系 

脅威 割合 脅威 割合 

1位 地震 68.8% 地震 54.5% 

2位 サイバー攻撃 35.6% サイバー攻撃 49.4% 

3位 風水害 34.2% パンデミック 35.1% 

4位 火災 29.7% システム障害 32.5% 

5位 システム障害 29.4% 火災 28.6% 

6位 オールハザード 28.6% オールハザード 27.3% 

7位 パンデミック 26.2% 風水害 26.0% 

8位 大規模停電 21.6% 大規模停電 24.7% 

9位 噴火 10.4% 噴火 19.5% 

10位 品質クレーム・リコール 9.6% テロ・暴動 18.2% 
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グラフ 3-1は、BCP の策定・運用における課題を日系企業と外資系企業で比較したものである。特に
顕著な違いが現れているのが、IT・セキュリティ関連の課題に対するアプローチである。「サイバー攻撃対応
ができていない」と回答した日系企業は 14%で、外資系企業（6%）の 2倍以上の割合となった。日
系企業において、増大するサイバー脅威への防御策や体制の未整備が深刻な障壁となっていることが窺
える。 
 
一方で、「重要な IT システムに対する代替システムがない」という課題では立場が逆転する。日系企業
の 12%に対し、外資系企業は 22%と 10 ポイント高い上位に位置している。外資系企業はセキュリテ
ィ攻撃そのものへの対応よりも、万が一システムが障害や攻撃でダウンした際、業務を継続するための「バ
ックアップ・代替環境の確保」という実効的なリカバリー体制の欠如をより重く捉えていると言える。 
 

現状の BCP に対する課題について教えてください。[複数回答] (2025全体・資本形態別) 

 
【グラフ 3-1：BCPの課題(2025全体・資本形態別)】 

 
 
考察 

外資系企業において「サイバー攻撃」（49.4%）や「パンデミック」（35.1%）、「テロ・暴動」
（18.2%）といった脅威への意識が日系企業より顕著に高い背景には、グローバル展開に伴うリスクの
多様性や本社主導の標準化されたリスク評価基準などの影響が考えられる。 
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外資系企業は世界各国に拠点やサプライチェーンを有しているため、地政学リスクや感染症拡大、国境
を越えるサイバー脅威など、国や地域を問わず発生し得る非物理的なリスクを常に日常の脅威として認
識している。また、海外本社が設定したグローバル共通の厳格な BCP ガイドラインに基づきリスク評価を
行うため、特定の国（日本）固有のローカルな自然災害だけに依存しない評価構造が定着しているの
ではないだろうか。 
 
対して日系企業は、事業拠点が国内に集中しているケースが多く、自国の自然災害（風水害や火災な
ど）への警戒感が相対的に高くなりがちである。この視点の地理的スケールと危機管理基準のグローバル
化の度合いの違いが、想定する脅威の順位や割合の偏りとなって表れていると考察できる。 
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4. BCP が機能しない組織は“ヒト”、機能する組織は“モノ”が課題 

【ポイント】 BCP が機能しない組織は「社員の意識・ノウハウ不足」で足踏みし、機能する組織は「代替
IT システムの欠如や体制の未整備」という次の課題へ進んでいる。また「経営陣の取組み意識が低い」
は 3年間 14〜15%で横ばいのまま 3位に浮上しており、多くの企業で組織全体の意識改革が進んで
いないことを示している。 

「BCP担当者は必死なのに、現場が付いてこない」——そうした声を耳にしたことがある読者も少なくない
のではないだろうか。 
 
企業が直面する BCP の課題においては、「意識・ノウハウの欠如」が最大の障壁となっている。最も顕著
な課題は、人的要因に関連するものである。社員の意識不足が回答の 31.6%を占め、全項目の中で
最多となっている。BCP を組織全体の問題として浸透させることの難しさが示唆されている。次いで、「ノウ
ハウが足りない」との回答が 27.9%に達しており、計画の策定や実行に移すための具体的なスキルの欠
如が大きな障壁となっている。また 2025年調査では、注目度の高い「サイバー攻撃対応ができていな
い」を選択肢として追加し、13.2%の回答を集めた。サイバーセキュリティ対策が BCP の重要な一環とし
て認識されていることが類推される。 

 
現状の BCP に対する課題について教えてください。[複数回答] (2025全体) 

 
【グラフ 4-1：BCPの課題(2025全体)】 

 
では、課題意識は果たして変化してきているのだろうか。過去調査との比較において最も特筆すべき点
は、「社員の取組み意識が低い」という回答が 3回の調査を通じて 31〜32%で動いていない点であ



BCP の事実と真実 調査レポート 

15 

る。2023年 31.8%、2024年 32.4%、2025年 31.6%とほぼ横ばいで推移しており、依然として
最大の課題であり続けている。「経営陣の取組み意識が低い」も 3回の調査を通じて 14〜15%と水準
こそ横ばいながら、2025年には 3位へ順位を上げており、組織全体での意識改革が進んでいない現状
が浮き彫りになっている。 
 
一方で、BCP運用に関する実務的な側面では改善の兆しが見られる。「予算不足」は 2024年まで
19%を維持していたが、2025年には 15.2%へと低下した。これに伴い、「代替 IT システム」や「代替
生産・開発拠点」の欠如を課題とする声も減少傾向にある。 
 

【表 4-1：BCP の課題トップ 10】 

順
位 

2023年 2024年 2025年 

課題 割合 課題 割合 課題 割合 

1位 社員の取組み意識が低い 31.8% 社員の取組み意識が低い 32.4% 社員の取組み意識が低い 31.6% 

2位 BCP に関するノウハウが足りない 30.7% BCPに関するノウハウが足りない 29.2% BCPに関するノウハウが足りない 27.9% 

3位 予算が足りない・少ない 19.0% 予算が足りない・少ない 19.0% 経営陣の取組み意識が低い 15.2% 

4位 
重要な ITシステムに対する代替
システムがない 

16.8% 
業務が属人化しておりその人が
いなくなると機能しない 

17.8% 
予算が足りない・少ない 
（同率 3位） 

15.2% 

5位 
業務が属人化しており、その人が
いなくなると機能しない 

16.7% 
重要な IT システムに対する代
替システムがない 

16.9% 
業務が属人化しておりその人が
いなくなると機能しない 

14.9% 

6位 業務を継続する代替拠点がない 16.0% 
普段の業務が忙しすぎて BCP
に割く時間がない 

15.6% 
普段の業務が忙しすぎて BCP
に割く時間がない 

14.1% 

7位 
普段の業務が忙しすぎてBCPに
割く時間がない 

15.5% 
業務を継続する代替拠点がな
い 

14.8% 
重要な IT システムに対する代
替システムがない 

13.2% 

8位 経営陣の取組み意識が低い 14.0% 経営陣の取組み意識が低い 14.4% 
サイバー攻撃対応ができていな
い（同率 7位） 

13.2% 

9位 代替生産・開発拠点がない 13.5% 
他組織との連携が重要であり検
証できていない 

12.2% 
業務を継続する代替拠点がな
い 

12.9% 

10
位 

代替調達先がない 13.2% 代替生産・開発拠点がない 12.0% 
他組織との連携が重要であり検
証できていない 

10.8% 

 
では、BCPが「機能する」と「機能しない」と答えた組織間では、回答に違いがあるのだろうか。 
 
BCP が機能していない組織では、上位課題が「ヒト」に関する項目に集中している。「社員の取組み意
識が低い（39.1%）」および「BCP に関するノウハウが足りない（35.1%）」の割合が、機能している
組織に比べて著しく高い。さらに 「経営陣の取組み意識が低い（17.9%）」が 3位に入っており、トップ
ダウンでの推進力が不足していることが示唆される。 
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【表 4-2：BCP が機能しない組織が感じている BCPの課題】 
 n=151（グラフ 1-1 で「そう思わない」「全くそう思わない」と回答した方） 

赤色：ヒトに関する課題  青色︓モノに関する課題 
順位 BCP が機能しない組織が感じている BCPの課題 回答割合 
1位 社員の取組み意識が低い 39.1% 
2位 BCP に関するノウハウが足りない 35.1% 
3位 経営陣の取組み意識が低い 17.9% 
4位 業務が属人化しておりその人がいなくなると機能しない 15.9% 
5位 予算が足りない・少ない 13.9% 
6位 業務を継続する代替拠点がない 13.2% 
6位 普段の業務が忙しすぎて BCP に割く時間がない 13.2% 
8位 対象とすべき事象が多く対応できない 9.9% 
9位 重要な IT システムに対する代替システムがない 9.3% 
9位 他組織との連携が重要であり検証できていない 9.3% 
9位 サイバー攻撃対応ができていない 9.3% 
12位 代替生産・開発拠点がない 7.3% 
13位 代替調達先がない 6.6% 
14位 対象拠点が多すぎてカバーできない 2.6% 
15位 その他 0.7% 

 
一方、BCPが機能している組織では、意識面の課題は依然として存在するものの、課題の焦点がより具
体的な「リソース（モノ・予算）」へ移行している。機能しない組織では 9位（9.3%）であった「重要な
IT システムに対する代替システムがない」が、機能する組織では 3位（20.5%）になっている。「予算
が足りない（18.9%）」の危機感も、機能していない組織より高い。これは実効性を高める段階に入っ
たことで、具体的なボトルネックが顕在化しているためと考えられる。 
 

【表 4-3：BCP が機能する組織が感じている BCPの課題】 
n=302（グラフ 1-1で「強くそう思う」「そう思う」と回答した方） 

赤色：ヒトに関する課題  青色︓モノに関する課題 
順位 BCP が機能する組織が感じている BCPの課題 回答割合 
1位 社員の取組み意識が低い 32.5% 
2位 BCP に関するノウハウが足りない 25.8% 
3位 重要な IT システムに対する代替システムがない 20.5% 
4位 業務が属人化しておりその人がいなくなると機能しない 19.9% 
5位 予算が足りない・少ない 18.9% 
6位 経営陣の取組み意識が低い 17.5% 
6位 普段の業務が忙しすぎて BCP に割く時間がない 17.5% 
8位 業務を継続する代替拠点がない 15.9% 
9位 他組織との連携が重要であり検証できていない 14.2% 
10位 サイバー攻撃対応ができていない 13.9% 
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11位 代替生産・開発拠点がない 10.3% 
12位 代替調達先がない 9.9% 
12位 対象とすべき事象が多く対応できない 9.9% 
14位 対象拠点が多すぎてカバーできない 7.0% 
15位 その他 4.0% 

 
この分析から明らかになったのは、BCP の課題において組織が明確な「2 つの段階（フェーズ）」に分断
されている実態である。 
 

①BCP が「機能しない組織」の壁 ＝「ヒト」の停滞 
BCP が機能しない組織が抱える課題のトップは「社員の取組み意識の低さ（39.1%）」と「ノウハウ
不足（35.1%）」である。平時に利益を生まない BCPは後回しにされ、経営層の無関心と相まって
「計画はあるが誰も動けない」という形骸化のループから抜け出せていない。 
 
②BCP が「機能する組織」の壁 ＝「モノ」の限界 
一方で、意識・ノウハウの課題が相対的に軽くなった「機能する組織」が直面するのは、「重要な IT シ
ステムに対する代替手段の欠如（20.5%）」や「業務の属人化（19.9%）」といった、より具体的
かつ構造的なボトルネックである。 
 

自社が今「ヒト」の課題で止まっているのか、それとも「モノ・体制」の課題に進めているのか。課題の質を見
極めることこそが、BCP を次のステージへ引き上げる第一歩となる。 

 
 
考察 

本結果では、「社員の取組み意識が低い」や「ノウハウ不足」といった人的要因が課題の上位を占めてい
る背景に、BCP が「機能する組織」と「機能しない組織」で直面する障壁の違いがあると考えられる。 
 
BCP が機能しない組織では、課題が「ヒト（人的要因）」に集中する傾向がある。BCPは平時に直接
利益を生み出さないため優先順位が下がりやすく、「普段の業務の忙しさ」や「経営陣の関心の薄さ」も
相まって全社的な意識向上やノウハウ蓄積が進まない。結果として、計画はあるものの現場の意識やノウ
ハウが追いつかない形骸化のループに陥っている。 
 
一方で、意識改革やノウハウ蓄積をクリアした BCP が「機能する組織」であっても、次の段階として「重要
な IT システムの代替手段欠如」や「業務の属人化」といった「モノ・体制（構造的要因）」の壁に直面
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する。つまり、両者には、「ヒトの意識・スキル」の課題にとどまる段階と、「モノやシステムの整備」という実効
性の課題へ移行する段階差が表れていると言える。 
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5. 「形式的な経営層の関与」は役に立たない 

【ポイント】 社長が毎年訓示している組織では、69%が BCP が有事に「機能すると思う」と答えたのに
対し、訓示のない組織は 28%にとどまった。マネジメントレビュー等を通じて経営陣への報告を毎年実施
している層が 63%で、数年に 1回の層（54%）や実施していない層（25%）を上回る。これらの結
果から、報告の頻度と実効性の実感には正の相関関係が見られ、定期的な報告機会の確保が重要で
あることが窺える。 

想定される危機の発生時に BCP が機能すると考える割合を、BCP オーナーが「社長または事業責任
者」である場合と「それ以外」で比較した。その結果、BCP が機能すると考える割合には、両者で 12 ポイ
ントの顕著な差異が見られた。社長や事業責任者がオーナーを務める組織では、半数を超える 52%が
BCP の実効性を肯定している。一方で、オーナーが社長や事業責任者以外の場合、肯定的な回答は
40%にとどまる。 
 
また、「強くそう思う」という最も高い確信を持つ回答者の割合を比較すると、オーナーが社長・事業責任
者の場合は 11%であるのに対し、それ以外の場合は 6%と、約 1.8倍の開きが生じている。 
 

自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025BCP オーナー比較) 

 
【グラフ 5-1：BCP オーナーによる機能する BCP の違い(2025)】 

 
つまり、BCP の実効性に対する認識は、誰がその責任者（BCP オーナー）を務めているかによって明確
な差が生じていることが判明した。経営トップ自らがオーナーシップを持つことが、BCPの有効性を高める
重要な要因となっていると言えるのではないだろうか。 
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次に、社長による BCP に対する訓示の頻度と、BCP が機能するとの回答の関係を分析した。 
 

自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025社長は BCP に対する訓示等を示しているか)  

 
【グラフ 5-2：社長の BCP に対する訓示等の頻度による機能する BCPの違い(2025)】 

 

社長が BCP について訓示等を示す頻度で回答者を分けると、実効性への確信は頻度に沿ってはっきり
階段状に変化する。「毎年実施している」層（N=220）では、「BCP が強く機能すると思う」20%と
「BCP が機能すると思う」49%を合わせて 69%が肯定的に回答した。「数年に 1回実施している」層
（N=153）では 51%、「実施していない」層（N=167）では 28%にとどまる。毎年と未実施の差は
41 ポイントに及ぶ。 
 
社長が年に一度でも自らの言葉で BCP に言及しているかどうかで、現場の実効性への確信はここまで変
わる。なお「わからない」と回答した層（N=163）の肯定率は 15%であり、トップの発信の有無を現場
が把握できていないこと自体が、実効性の低さと重なっている。 
 
報告頻度が担保する「実効性の実感」 ― 形式化を防ぎ、経営陣へ波及させるマネジメントレビュー 

同じ「頻度」に関する設問で、事務局から経営陣への報告頻度でも相関関係がはっきりと表れる結果と
なった。マネジメントレビュー等における経営陣への報告頻度と、有事に BCP が「機能する」と考える回答
者の割合（「強く機能する」「機能する」の合計）を照らし合わせると、報告頻度が高い層ほど肯定的な
見解を示す割合が高くなっていた。報告の回数を重ね、経営陣との対話を継続的に行うことこそが実効
性の裏付けになる、という直感を裏付ける結果である。 
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自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025 マネジメントレビュー等での経営陣への報告)   

 
【グラフ 5-3：マネジメントレビュー等での経営陣への報告頻度による機能する BCP の違い(2025)】 

 
毎年報告を実施している層（N=224）で肯定的な回答が 63%と最も高く、数年に 1回実施してい
る層（N=187）の 54%を 9 ポイント上回っている。一方で「実施していない」層（N=120）では肯
定率が 25%まで落ち込み、「毎年実施している」層とは実に 38 ポイントもの開きが生じた。経営陣への
定期的な報告機会を担保できているかどうかが、自社の BCP に対する自信や信頼感を大きく左右して
いることが窺える。 
 
また、ここで注目すべきは「実施していない」層（25%）と、報告の有無を回答者自身が把握していない
「わからない」層（N=172、18%）のポイントが大幅に低くなっている点である。とくに「わからない」層で
は、「どちらでもない」（23%）や「わからない」（33%）といった態度保留・無関心の割合が突出して
高い。BCP活動が経営陣に届いているかどうかも把握できていない、あるいは関与すらしていない組織に
おいては、有事の実効性に対する手応えや評価そのものが構築されないまま放置されていると言わざるを
得ない。 
 
 
考察 

本章の表題に掲げた「形式的な経営層の関与」とは、報告を受け取るだけで自らは語らない関与を指
す。社長が毎年訓示している組織の肯定率が 69%に達する一方、訓示を行っていない組織は 28%に
とどまり、報告の頻度と実効性の実感には明確な相関が見られた。この結果から、経営層の継続的な発
信や関与が重要であることが分かる。 
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BCP のオーナー（責任者）が「社長または事業責任者」である組織では、実効性を肯定的（52%）
に捉える割合が高く、それ以外がオーナーである組織を 12 ポイントも上回った。この差の背景には、「経
営資源の投入権限」と「全社を巻き込む力」の違いが存在する。 
 
まず、BCPの実効性を高めるための予算確保、システム整備、訓練時間の割り当てといった判断は、トッ
プでなければ迅速に行えない。社長や事業責任者が自ら責任者となることで、BCP が単なる「担当部署
の業務」から「経営の最優先事項」へと引き上げられ、実行に必要なヒト・モノ・カネといったリソースが円滑
に供給されるようになる。 
 
また、トップが前面に立つことで「平時からの経営陣の参画」や「部門横断的な協力態勢」が促され、社
員の意識向上や計画の自分事化（実効性の確保）につながる。一方で、責任者が現場レベルや特定
の部門長にとどまる場合、予算・権限の制約や他部門への影響力の弱さから対策が限定的となり、計画
が形骸化しやすく、実効性への確信も弱まると言えるだろう。 
 
もう一点、本章で確認しておきたいのが、報告の頻度と実効性の担保・実感が比例したという事実であ
る。毎年きちんと報告している層（63%）が数年に 1回層（54%）や未実施層（25%）を上回る
結果は、経営陣への定期的な報告や対話の重要性を如実に示している。マネジメントレビュー等を通じ
て活動状況や課題を経営層に届けるプロセスそのものが、組織内における BCP の実効性を担保・実感
させる上で不可欠な要素となっていると解釈するのが自然であろう。 
 
ただし、注意が必要なのは、本調査が尋ねたのは報告の「頻度」であり、報告の「質」、すなわち経営陣が
単に報告を聞くだけなのか、それとも自ら議論して必要な資源配分や意思決定まで行っているのか、まで
は測っていない点である。単に年に一度の「回数」をこなすことが目的化し、前年と同じ資料を読み上げる
だけの形式的な報告になってしまっては、いくら頻度を保っても実効性の底上げには限界がある。問われて
いるのは回数そのものではなく、そのレビューによって経営陣を巻き込み、組織として何を変えられたかであ
る。形式的な報告に終始するくらいであれば、その質を高め、浮いた時間を経営陣が参加する訓練に振
り向けたほうが実効性は高まる。 
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6. 実効性を生む「訓練の鮮度」 

【ポイント】 直近 1年以内に経営陣・事業部門・IT部門が合同で実践的な訓練を実施している組織
ほど、有事おける具体的な対応力と高い実効性を感じている。部門の枠を超えた実践経験こそが即応
性の鍵となる。 

組織における BCP訓練の実施頻度に関するルール設定の実態を調査した。これによると、最も一般的
なルールは「年 1回」であるが、明確な頻度が定まっていない組織も一定数存在することが浮き彫りとなっ
た。 
 

BCP訓練はどれくらいの頻度で実施するルールとなっているか?(2025全体)

 
【グラフ 6-1：BCP訓練の実施頻度(2025全体)】 

 
全体の約 3分の 1（32%）の組織が、BCP訓練を「年 1回」実施することをルールとしている。これ
は、他の選択肢と比較して最も高い割合であり、多くの組織において年次の定期行事として訓練が組み
込まれていることが推察される。 
 
注目すべきは、「不定期（28%）」および「定期的だが頻度は具体的に決まっていない（21%）」を合
わせると、全体の約半数（49%）に達する点である。これらは、ルールとしての厳格さよりも、状況に応じ
た柔軟な運用、あるいはルール化の途上にある現状を示唆している。 
 
「年 2回（10%）」「四半期毎（6%）」「毎月（1%）」といった、より高い頻度で訓練を行う組織は
少数派であり、頻繁な訓練の実施にはリソースやコストの面で高いハードルがあることが推測される。 
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次に、前回の訓練が実際にいつ行われたかという問いに対しては、直近の実施を報告する組織がある一
方で、実施状況を把握できていない、あるいは実施していない層も顕在化している。 
 
「2025年 1月～現在」に実施した組織が 36%と最多であり、直近での活動が見られる。「わからない
（23%）」および「BCP訓練をしていない（10%）」を合計すると 33%に上り、約 3割の組織におい
て訓練が適切に管理・遂行されていない、または回答者が実施状況を把握していない現状が浮き彫りと
なっている。 2023年以前（2023年中・2022年中・2021年以前の合計）の実施にとどまっている
層も合計 19%存在しており、訓練実施ルールの形骸化が懸念される。 
 

前回 BCP訓練を実施したのはいつですか?(2025全体)

 
【グラフ 6-2：前回の BCP訓練の実施時期(2025全体)】 
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また、訓練参加者についての設問では、全体で見ると、直近の訓練の参加者は「部課長クラス」が 64%
で最も多く、「コーポレート（管理）部門」52%、「事業部門」51%、「IT・セキュリティ部門」45%、「経
営陣」44%と続く。「工場や支店、店舗など本社以外の拠点」は 34%にとどまり、訓練の輪が本社機能
の外側にまで広がっている組織は 3社に 1社である。 
 

前回の BCP訓練の参加者は誰ですか?[複数回答](2025全体)  

 
【グラフ 6-3：前回の BCP訓練の参加者(2025全体)】 

 
※本グラフは、前回の BCP訓練の実施時期を回答した層（N=474）を集計対象としている。 
 
ここからは、BCP が「機能する組織」と「機能しない組織」の差異を、直近の訓練実施時期、参加者、訓
練シナリオという 3 つの切り口で見ていく。 
 
直近の訓練実施時期を比較すると、BCP が「機能する組織」と「機能しない組織」で明らかな差が見ら
れる。BCP が機能する組織の約半数（49%）が 2025年に入ってから訓練を実施しており、機能しな
い組織（25%）の約 2倍の実施率となっている。最新の状況を反映した訓練を直近で行っているかど
うかが、BCP の有効性を左右する大きな要因と言える。 
※表 6-1〜表 6-3 の「差分」は回答数の差である。両群の母数が異なるため、割合（ポイント）の差とは順位が一致しない場合がある。 
 

【表 6-1：直近の BCP訓練実施に関する BCPが機能する組織としない組織の差】 

カテゴリー 順位 差分 項目 BCP が機能する
組織(n=302) 

BCP が機能しない
組織(n=151) 

直近の訓練実施 
1位 111 2025年中 148(49%) 37(25%) 
2位 40 2024年中 54(18%) 14(9%) 
3位 19 2023年中 31(10%) 12(8%) 
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また、BCP訓練参加者における差異分析においては、BCP が「機能する組織」では、リーダー層および幅
広い部門の参加率が圧倒的に高い。最も顕著な差が現れたのは「経営陣」と「部課長クラス」の参加率
である。BCP が機能する組織では、経営陣が訓練に参加した組織が半数を超えるのに対し、機能しない
組織では 4分の 1以下にとどまっている。また、ITやコーポレート部門といった専門組織の巻き込みも、
BCP の実効性を高める重要因子であると考えられる。 
※表 6-2・表 6-3は、直近の BCP訓練を実施したと回答した層（BCPが機能する組織 n=258／機能しない組織 n=83）を集計対
象としている。訓練の実施時期そのものを問う表 6-1（n=302／n=151）とは、訓練未実施の回答者を含まない分だけ母数が異なる。 

 
【表 6-2：BCP訓練参加者に関する BCPが機能する組織としない組織の差[複数回答]】 

カテゴリー 順位 差分 項目 BCP が機能する
組織(n=258) 

BCP が機能しな
い組織(n=83) 

直近の BCP訓練 
の参加者 

1位 151 部課長 191(74%) 40(48%) 
2位 118 経営陣 138(53%) 20(24%) 
3位 112 コーポレート部門 142(55%) 30(36%) 
3位 112 IT・セキュリティ部門 137(53%) 25(30%) 
5位 98 事業部門 138(53%) 40(48%) 

 
ただし表 6-2 が示しているのは、各層が「参加していたか」という個別の参加率である。経営陣・事業部
門・IT部門が同じ場で顔を合わせていたのか、それとも別々の機会に参加していたのかは、この表からは
判別できない。そこで、部門横断での合同実施そのものを尋ねた設問の結果を見ておきたい。 
 

事業部門とコーポレート､IT が一緒に訓練しているか(2025全体) 

 
【グラフ 6-4：部門横断での合同訓練の実施状況(2025)】 

 
部門をまたいだ合同実施の有無で見ると、差は訓練の頻度以上に鮮明である。事業部門・コーポレート
部門・IT部門が「毎年一緒に訓練している」組織（N=198）では 69%が「BCPは機能する」と回答



BCP の事実と真実 調査レポート 

27 

し、否定的な回答は 8%にとどまった。「数年に 1回一緒に訓練している」組織（N=177）は 50%、
「一緒に訓練していない」組織（N=144）では 25%まで下がり、否定的な回答は 42%に達する。 
毎年の合同訓練を行っている組織と行っていない組織の差は 44 ポイントである。肯定と否定の関係が
完全に逆転しており、部門横断で一堂に会するという一点が、実効性の実感を大きく左右していることが
読み取れる。なお「わからない」と回答した層（N=184）の肯定率は 23%であり、合同訓練の有無を
担当者が把握できていない組織も、実効性の担保・実感を欠く側に位置している。 
 
想定するリスクの種類とその多様性も、組織の対応能力に直結する。「地震」シナリオの実施率において
17 ポイントの差（74% vs 57%）があるだけでなく、「風水害」では 20%対 5%（機能しない組織
は 4件）、「システム障害」や「サイバー攻撃」でも機能する組織の方が高い実施率を示している。ただし
機能しない組織側の実数が少ない項目は参考値として扱う必要がある。特定のリスクに偏らず、多様な
脅威を想定した訓練の実施が、組織全体の回復力を支えている。 
 

【表 6-3：BCP訓練シナリオに関する BCPが機能する組織としない組織の差 [複数回答]】 

カテゴリー 順位 差分 項目 BCP が機能する
組織(n=258) 

BCP が機能しない
組織(n=83) 

直近の BCP訓練 
シナリオ 

1位 143 地震 190(74%) 47(57%) 
2位 54 火災 68(26%) 14(17%) 
3位 52 サイバー攻撃 69(27%) 17(20%) 
4位 47 システム障害 59(23%) 12(14%) 
4位 47 風水害 51(20%) 4(5%) 

 
 
考察 

BCP を単なる「絵に描いた餅」で終わらせず、有事に機能する組織とするための鍵は、計画の有無ではな
く「定着させるための運用」にある。これを実現するために不可欠な要素は以下の 3点に集約される。 
 
まず一つ目は、「訓練の鮮度」と反復による初動の定着である。調査データによると、BCP が「機能する組
織」の約半数が直近（2025年中）に訓練を実施しているのに対し、「機能しない組織」では 25%にと
どまるという顕著な差が見られる。変化する業務環境に対応し、有事の際にフリーズせず行動できるよう、
直近での訓練実施によるギャップの洗い出しと継続的な反復が欠かせない。 
 
二つ目は、経営層の強いコミットメントと全社横断的なガバナンスである。「機能する組織」では経営陣の
訓練参加率が 53%と、「機能しない組織」（24%）の 2倍以上にのぼる。平時の業務を止めてリソー
スを集中させる経営判断にはトップの参画が不可欠であり、さらに部門間の縦割りを打破した全社体制
が組織の一体感を生み出す。 
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三つ目は、「オールハザード」の考え方に基づく多様なリスクシナリオの設定である。地震（74%）などの
自然災害対策にとどまらず、サイバー攻撃（27%）やシステム障害（23%）といった多様な脅威を想
定し、「本社機能の停止」や「システムのダウン」といった結果事象・リソース喪失に着目することで、未曽
有の事態にも柔軟に対応できる強靭な回復力が養われる。 
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7. 実効性を生む土台となる「企業風土」 

【ポイント】 普段から階層の壁、部門の壁を取り除くコミュニケーションを活発に行い、現場へ権限移譲す
るカルチャーが根付いている組織ほど、指示が途絶えた状況でも現場が自律的に判断・行動できる。真の
BCP を支えるのは「現場の自律的な判断を後押しする企業風土」である。 

「訓練もマニュアルも整えているのに、なぜか現場に浸透しない」——多くの BCP担当者が抱えるこの悩
みの答えは、意外にも「企業風土」にあるのかもしれない。 
 
有事における BCP の実効性を高める上で、トップの強力なリーダーシップが不可欠であることは言うまでも
ない。しかしそれ以上に、実際の危機対応において真の分水嶺となる要素は何だろうか。我々は、企業
風土を構成する要素として、経営層からの情報共有、現場への権限移譲、平常時の部門間交流、およ
び現場の意識という多角的な観点から分析を行った。 
 
まず、経営方針や目標の共有状況、および現場への権限移譲の有無は、BCP の実効性に対する認識
に極めて強い相関関係があった。「方針や経営目標を共有できている」という設問に「強くそう思う（＝共
有している）」と回答した層では、87%が BCPは機能すると回答している。対照的に、「全くそう思わな
い（＝共有していない）」と回答した層では、BCP が機能すると考える割合は 23%、「そう思わない」と
回答した層では 20%だった。 
 

自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025方針や経営目標などについて情報共有している) 

 
【グラフ 7-1：機能する BCPの違い・情報共有(2025)】 
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次に、現場への権限移譲が BCP の実効性に与える影響はさらに大きいことが分かった。権限移譲が進
んでいると実感する層の 85%が BCPは機能すると回答したのに対し、進んでいないと考える層ではわず
か 30%にとどまり、55 ポイントもの差が生じている。 
 

自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025現場への権限と責任を付与している) 

 
【グラフ 7-2：機能する BCPの違い・権限移譲(2025)】 

 
また、部門間の交流についても見てみよう。89%という極めて高い割合で BCP が機能すると回答したの
が、部門間の交流が活発だと強く認識している組織である。部門の壁を超えたつながりの有無も、BCP
の実効性を大きく左右している。 
 

自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025部門を超えた交流が活発である) 
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【グラフ 7-3：機能する BCPの違い・部門間交流(2025)】 

 
最後に、現場責任者の当事者意識の差はさらに顕著であった。BCP を「自分事」として取組んでいると
「強くそう思う」層では実効性の信頼度が 89%に達するのに対し、当事者意識が欠如している（「全くそ
う思わない」）層ではわずか 10%にとどまり、79ポイントの差が生じている。 
 

自社の BCPは想定する危機が発生した際に機能すると思っているか?(2025現場責任者が BCP を自分事として取組んでいる) 

 
【グラフ 7-4：機能する BCPの違い・現場責任者の取組み意識(2025)】 

 
 
考察 

有事において BCP の確実な実効性を確保するためには、単なるマニュアル策定にとどまらず、平時から
「危機に強い自律型の組織風土」を構築することが不可欠である。それには以下の 4 つの要素が重要な
役割を果たす。 
 
まず「情報の透明性」として、平時から経営方針や目標（意図）を全社共有しておくこと（87%肯
定）が必要である。これにより、有事にトップダウンの指示が途絶えても、現場が優先事項を自律的に判
断して行動できる。 
 
次に「現場への信頼」に基づく権限移譲（85%肯定）である。段階的な承認プロセスを省き、事前に
現場へ権限を付与しておくことで、状況が刻々と変わる危機下でも初動スピードを最大化できる。 
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また「組織の流動性」によるサイロ（縦割り）の打破（89%肯定）も欠かせない。部門を超えた交流を
平時から深めておくことで、単一部門では解決できない複合的な危機にもシームレスな全社連携で対応
可能となる。 
 
最後に「リーダーシップの浸透」を通じた計画の自分事化（89%肯定）である。現場責任者が BCP を
他人事ではなく自らの責任（オーナーシップ）として日常業務に組み込む姿勢こそが、計画の形骸化を
防ぎ真の強靭性を生み出す。 
 
なお、本章で用いた企業風土に関する設問と、BCP の実効性に関する設問は、いずれも同一の回答者
による主観的な評価である。自社を全般に高く評価する回答者は双方に高い評価を与えやすく、本章で
示した数値は相関を表すものであって、因果関係を示すものではない。ここで挙げた 4 つの要素は、BCP
の実効性を高く実感している組織に共通して観察される特徴として捉えていただきたい。 
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8. BCP に「唯一の正解」はない―業種・業態ごとに BCP の型が異なる 

【ポイント】 BCP の「型」は、初動（ERP）、対策本部活動（CMP）、事業継続（BCP）、企業風
土（復旧アプローチ）の 4 つの軸で決まる。そして、そのどれもが業種によって大きく異なる。初動の「自
動参集型」は電気・ガス・熱供給・水道業（N=19）で 74%、「医療、福祉」（N=37）で 65%に
達する一方、建設業（N=46）・製造業（N=245）では 37%にとどまる。同業他社の型は自社の
位置を測る物差しとして有用だが、型は事業特性や拠点構成といった自社固有の制約から導かれるもの
であり、他社の型を移植しても自社で機能する根拠にはならない。 

【まず「BCP の型」を定義する】 
本章でいう「BCP の型」とは、有事に組織がどう動くかを規定する 4 つの選択のことである。いずれも優劣
ではなく、事業特性と経営資源の制約から導かれる「選び方」の違いである。まずこの 4軸を整理してお
きたい。 

軸 何を決めるものか 主な型 型の考え方 

①初動 ERP 
（緊急時対応計画） 

発災直後に誰がどう動き、人命安全
と被害拡大防止を図るか 

自動参集型 定めた基準に該当すれば、指示を待たずに参集・
起動する 

不要不急型 安全確認を優先し、必要と判断された要員のみ
が動く 

②対策本部活動 
CMP 
（危機管理計画） 

有事の指揮命令系統と意思決定の
権限をどこに置くか 

一極集中・統合型 単一の対策本部に権限を集約し、一元的に意
思決定する 

分散・アメーバ型 拠点・部門ごとに自律的に判断し、全体で束ねる 

③事業継続 BCP 
（事業継続計画） 重要業務をどう継続・再開させるか 

代替切換型 別拠点・代替システムへ速やかに切り替えて継続
する 

完全復旧型 被災した本来の経営資源を復旧させて元に戻す 

④企業風土 復旧・対応をどのように進めるか 
ウォーターフォール型 あらかじめ定めた手順どおりに段階的に進める 

アジャイル型 状況に応じて優先順位と方針を柔軟に変えなが
ら進める 

【表 8-1：BCP の型を構成する 4 つの軸】 

 
※型の名称は調査票の選択肢表記に準拠している。以下では、この 4軸それぞれについて業種別の傾向を見ていく。 

 
【4 つの型は、業種によってはっきり分かれる】 
※業種別の集計は、業種によって回答者数が大きく異なる（最多：製造業 N=245、最少：その他の産業 N=3）。本文では原則とし
て N=18以上の業種を取り上げ、N=18未満の業種の数値は参考値として扱っている。各業種の回答者数はグラフの項目名に併記し
た。 
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【初動（ERP）の型 ― 社会インフラと医療は「自動参集型」が突出】 
緊急時対応計画（ERP）は、有事発生直後の被害軽減と人命安全確保を最優先とする初動対応
の計画であり、その運用体制には業種ごとに大きな特徴が見られる。 
 
社会インフラを担う「電気・ガス・熱供給・水道業」（N=19、74%）や、生命・生活に直結する「医療、
福祉」（N=37、65%）では「自動参集型」の割合が極めて高い。事態発生と同時に、指示を待たず
動く即応性が強く求められるためである。 
 
一方、「建設業」（N=46）や「製造業」（N=245）では「自動参集型」がともに 37%にとどまり、「不
要不急型」や「わからない」が半数以上を占める。事業所が広域に分散し、稼働状況によって初動の要
否が変わるため、一律の自動参集がなじみにくいという事情がある。初動をどこまで一律に定めるかは、事
業所の分散度や稼働形態によって分かれる。 
 

 
【グラフ 8-1：業種別に見た ERP（初動）の型(2025)】 
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【対策本部活動（CMP）の型 ― 多くは「一極集中・統合型」、一部業種は「分散」を併用】 
危機管理計画（CMP）は、有事における対策本部としての指揮命令系統や危機対応方針を定める
ものであり、本グラフからは業種ごとの体制構築の特徴が読み取れる。 
全体傾向として、単一の対策本部へ権限を集約する「一極集中・統合型」を選択する業種が多くを占め
ている。特に社会インフラを担う「電気・ガス・熱供給・水道業」（N=19、68%）や「教育、学習支援
業」（N=18、56%）においてその割合が高く、有事における迅速かつ一元的な意思決定を重視する
姿勢が顕著である。 
 
一方、「不動産業、物品賃貸業」（N=18、44%）や「卸売業、小売業」（N=55、38%）などでは
「分散・アメーバ型」も高い。拠点が地理的に分散し、現場ごとに状況が大きく異なる業態では、拠点単
位の自律対応を組み合わせる方が現実的だからである。 
 

 
【グラフ 8-2：業種別に見た CMP（指揮）の型(2025)】 
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【事業継続（BCP）の型 ― 「代替切換型」が主流、インフラは両建て】 
事業継続（BCP）は、有事の際にも重要な業務を途切れさせず継続・再開させるための計画であり、
本グラフからは業種ごとに異なる継続戦略の傾向が読み取れる。 
 
最も割合が高い型を見ると、「医療、福祉」（N=37、59%）や「学術研究、専門・技術サービス業」
（N=19、58%）では、別拠点や代替システムに迅速に切り替える「代替切換型」が主流となってい
る。一方、「電気・ガス・熱供給・水道業」（N=19）では「代替切換型」と「完全復旧型」がともに
47%と並んでおり、代替手段の確保とインフラそのものの復旧力の双方を高い水準で備えていることが特
徴的である。 
 
また、「建設業」（N=46）では「わからない」の割合が 39%と比較的高く、事業継続モデルの具体化に
課題が見られる。 
 

 
【グラフ 8-3：業種別に見た BCP（継続）の型(2025)】 
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【企業風土の型 ― 「ウォーターフォール型」が多数】 
本グラフは、業種別における事業継続・復旧の進め方（アジャイル型／ウォーターフォール型）の傾向を
示した調査結果である。 
 
全体として、あらかじめ定めた手順どおり段階的に復旧を進める「ウォーターフォール型」を採用する業種が
多く見られる。特に「電気・ガス・熱供給・水道業」（N=19、53%）や「不動産業、物品賃貸業」
（N=18、50%）、「情報通信業」（N=67、45%）で半数前後を占め、計画的で着実なプロセス
の重視が窺える。 
 
一方、「学術研究、専門・技術サービス業」（N=19、53%）や「卸売業、小売業」（N=55、
42%）では、現場の状況に合わせて柔軟に対応を変える「アジャイル型」が優勢である。業務の性質に
応じて、計画遵守か即応的柔軟性か、推進スタイルの選択が分かれている。 
 

 
【グラフ 8-4：業種別に見た復旧の進め方(2025)】 
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【では、「型」の違いは実効性の差を生むのか】 
ここまで見てきたのは、あくまで「どの型を選んでいる組織が多いか」という分布である。BCP担当者にとって
本当に知りたいのは、その先にある問い——「型の選び方によって、有事に機能するかどうかは変わるの
か」——であろう。 
 
結果として、初動（ERP）・対策本部活動（CMP）・事業継続（BCP）について型により有事に機
能するかどうかに変化はなかった。しかしながら、企業風土について見ていくとはっきりとした違いがある。 

 
【グラフ 8-5：BCP が機能する組織／機能しない組織における型の違い(2025)】 

 
組織風土・文化の違いが BCP の実効性に与える影響を比較すると、「アジャイル型」の企業風土を持つ
組織では、有事に BCP が「機能する」と回答した割合が 63%（「強く思う」17%＋「思う」46%）に
達し、「ウォーターフォール型」の 48%（「強く思う」9%＋「思う」39%）を 15 ポイント大きく上回ってい
る。特に「強く機能する」と高い確信を持つ割合においては、約 2倍の開きが生じている。 
 
この結果は、あらかじめ定めた手順遵守を前提とする「ウォーターフォール型」に対し、状況変化に合わせて
現場が自律的かつ柔軟に判断・対応を進める「アジャイル型」の組織文化の方が、予測困難な現代の危
機に対して高いレジリエンスを発揮できる可能性を示している。真に機能する BCP の構築には、単なるマ
ニュアル整備にとどまらず、現場の自律的な意思決定を後押しする「アジャイルな組織風土」の醸成が不
可欠である。 
 
 
考察 

BCP の「型」について 4 つの軸を業種別に見て明らかになったのは、「型」が各企業の事業特性や制約の
表れだということである。指示を待たずに動かなければ人命に関わる業種は自動参集型を採り、拠点ごと
に状況が異なる業態は分散型を採る。いずれも合理的な選択の結果であり、初動・指揮・継続といった
「計画の型」そのものには優劣も唯一の正解もない。  



BCP の事実と真実 調査レポート 

39 

 
だからこそ、他社の型をそのまま持ち込むアプローチには無理がある。前提条件を共有しない他社の型を
移植しても、有事に動く根拠にはならないからである。型は「目指すもの」ではなく、自社固有の制約から
導き出された「結果」として定まるものである。  
 
しかし、本分析からはもう一つ重要な示唆が得られた。それは、「どのような計画の型を選ぶか」にかかわら
ず、アジャイル型の組織文化を持つ企業の方が、高いレジリエンスを発揮できる可能性があるという点であ
る。あらかじめ定めた手順を重視するだけでなく、状況の変化捉え、必要に応じて対応を柔軟に変えてい
く風土を育てることが、自社が選択した「型」を有事に機能させるうえで重要な要素となり得る。 
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9. 本調査結果を踏まえて推奨するアクション 

本レポートでは、調査データを通じて、BCP が有事に「機能する組織」と「機能しない組織」を分ける特徴
を明らかにしてきた。最後に、その結果を、長年の顧客支援を通じて培った当社の知見と掛け合わせ、実
効性を高めるための具体的な行動へと翻訳する。全 3回の調査が導き出した対策は、次の 4 つに集約
される。 
 
＃ 対策 何を変えるか 関連する調査結果 

①  
「恥をかく訓練」を経営陣と一緒に実施
する 

訓練の鮮度と参加
者 

直近 1年以内の訓練実施は 49%対 25%、
経営陣の参加は 53%対 24% 

②  
BCP オーナーを社長・事業責任者に固
定する 

意思決定の位置 
オーナーが社長・事業責任者だと肯定率 52%
（それ以外は 40%） 

③  
BCP の型を見極め、危機に強いアジャイ
ルを目指す 

有事の実効性 「アジャイル型」の組織風土で、肯定率 63% 

④  
「風通しの良い企業風土」を経営目標に
組み込む 

情報と権限の流れ 
情報共有・権限移譲・部門間交流を「強くそう思
う」と答えた層の肯定率は 87%・85%・89% 

【表 9-1：4 つの対策と、関連する調査結果】 

 
以下、それぞれについて「なぜ効くのか」「何をするのか」「どこでつまずくのか」の順に述べる。 
 
対策①：「恥をかく訓練」を経営陣と一緒に実施せよ 
〜ルールが未完成だからこそ、トップと現場を集めてシミュレーションを行う〜 

【期待効果】 
本調査で、打ち手として最も明確な差が確認できたのが訓練である。直近 1年以内（2025年中）に
訓練を実施した組織は、機能すると回答した層で 49%、機能しないと回答した層で 25%と、約 2倍
の開きがあった。参加者で見ると、経営陣が参加した組織の割合は 53%対 24%と 2倍以上、部課長
が参加した組織は 74%対 48%である。訓練を実施したという事実に加えて、「いつ」「誰と」やったかが
差を生んでいる。 
 

【実施事項】 
＃ 実施事項 目安 
1 次の 12 カ月以内に実施する日程を、先に年間計画へ入れる 年 1回・半日から 
2 経営陣・事業部門・IT部門を同じ席に着かせる（別々に実施しない） 参加者に経営陣を必ず含める 
3 現行ルールのまま、未完成な状態で動かしてみる シナリオは 1 つでよい 
4 動けなかった箇所だけを記録し、次の見直し項目にする 改善点は 5件でも十分 

 

【障壁】 
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当社の支援の経験の中で、訓練に消極的な企業において最も多い声が「BCP のルールが不完全なの
で、訓練はルールを見直した後に実施したい」というものである。理由を尋ねると、「そのまま訓練をしたら
混乱して何も進められないから」と返ってくる。しかし、訓練の実施はルールの完成度とは切り離して考えて
よい。むしろ未完成な状態でこそ、どこが決まっていないのかが明確になる。 
 
現実の危機は、ルールが整うのを待ってはくれない。実際の有事に「決められないので動けません」と二の
足を踏む経営者や事業部門はいないはずである。習熟度を高める予定調和的な訓練を否定はしない
が、訓練で恥をかきたくないという気持ちはいったん脇に置きたい。恥をかいた分だけ改善点が抽出でき
た、本番ではなく訓練でよかった——そう捉えるべきである。 
 
なお、BCP訓練は奥が深い。成熟度が高い組織には高度な訓練が、訓練を始めたばかりの組織にはそ
の段階に合った手法がある。自社の現在地に合わない訓練を選ぶと、参加者に「やらされ感」だけが残
る。 
 

 
【図 9-1：組織の BCP成熟度に応じた訓練・演習の種類】 

 
この図は、組織の BCP成熟度を縦軸に、訓練・演習の種類を横軸に整理したものである。危機に対す
る当事者意識が薄い段階では BCP勉強会や経営陣向け研修から入り、ルールが浸透していない段階
では災害シミュレーションや災害図上演習（DIG）、実行力に不安がある段階では意思決定訓練や机
上演習、ルールどおりには動けるが想定外の事態に不安が残る段階では、実働演習やコントロールセンタ
ー演習へと進む。右列は各手法に必要な事前準備の重さを示している。自社がどの段階にいるかを見誤
らないことが、訓練を「やらされごと」にしないための前提である。 
 
経営陣を巻き込んだ訓練は高度なファシリテーションを要するため、自社での実施に不安があれば外部の
コンサルタントに委ねる判断も現実的である。 
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対策②：BCP オーナーを「社長・事業責任者」に固定せよ 
〜総務への丸投げをやめ、経営権を持つトップを意思決定の頂点に据える〜 

【期待効果】 
BCP のオーナーが「社長または事業責任者」である組織では、実効性を肯定する回答が 52%に達し
た。それ以外の場合は 40%であり、12 ポイントの差がある。差が生まれる理由は明快で、予算の確保、
システム整備、訓練時間の割り当てといった判断は、トップでなければ即断できないからである。BCP が担
当部署の業務にとどまる限り、必要な資源は最後まで回ってこない。 
 

【実施事項】 
＃ 実施事項 目安 
1 BCP基本方針や規程に、オーナーを社長（または事業責任者）と明記する 次回改訂時 
2 リスク管理委員会・BCP推進委員会でトップの意見を聴く場を設ける 四半期に 1回 
3 有事の対策本部長を社長とし、平時のオーナーと一致させる 組織図に反映 
4 年始の挨拶、3月 11日、防災週間で BCP に触れてもらう 年 3回の機会を押さえる 

 

【障壁】 
大手企業では CRO（最高リスク管理責任者）が担うケースが多い。平時の統括としては合理的だが、
有事に機能させるには、社長自らが危機対策本部の本部長となり、平時の BCP オーナーもそれと一致
させるべきである。平時と有事で責任者が入れ替わる設計は、初動の一手を必ず遅らせる。 
 
「トップの危機意識はその人の素養次第だ」と諦める声も聞く。しかし、従業員と職場、そしてステークホル
ダーを守りたいと考えている経営陣に、経営課題として必要性を訴求すれば必ず響く。リスクアセスメントで
トップ自身が考えるリスクをインタビューで引き出す、委員会で意見を伺う——こうした働きかけを根気よく
続けることが、やがて危機意識となり、企業文化となり、企業風土になる。 

 

対策③：BCP の型を見極め、危機に強いアジャイルを目指せ 
〜有事に強い組織には一定の型があるが、始めから型を目指すと失敗する〜 

【期待効果】 

同業他社の真似（型だけ移植する形式的な策定）を脱し、自社固有の事業特性やリソースの制約条
件に合致した「実効性のある型」を再定義できる。さらに、あらかじめ定めた手順遵守のみを求める「ウォー
ターフォール型」から、現場が状況変化に合わせて自律的・柔軟に判断できる「アジャイル型」の組織風土
へと移行することで、有事における BCP の実効性を向上させる効果が期待できる。 
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【実施事項】 
ステップ やること 判断のよりどころ 

1. 現在地を知る 自社が 4軸それぞれで今どの型なのかを言語化する（決めていない
軸があればそれも記録する） 本章の表 8-1 

2. 業種傾向と照らす 同業種の分布と比べ、ずれている軸を特定する 本章のグラフ 8-1〜8-4 

3. ずれの理由を問う ずれが「自社の事情による合理的な選択」か「単に決めていないだけ」
かを切り分ける 事業特性・拠点構成・IT構成 

4. 訓練で検証する 選んだ型の通りに動けるかを、経営陣を含めた訓練で確かめる 第 6章（訓練の鮮度・参加者） 

 
この 4 ステップのうち、実効性を最も大きく左右するのはステップ 4 である。型を決めただけでは何も変わら
ない。決めた型の通りに人が動けるかどうかを検証する場が訓練であり、そこで露呈したずれを埋めていく
過程で、初めて型は自社のものになる。 
 

【障壁】 
最大の障壁は、「同業他社と同じマニュアルを作っておけば安心だ」という前例踏襲主義と、「計画書に書
かれた手順通りに動くこと」を最優先としてしまう硬直的な組織カルチャーである。 『型』を決めただけで満
足し、訓練による検証（ステップ 4）を怠ると、自社の現場の実態と乖離した計画だけが残り、第 4章
で見た「計画はあるが誰も動けない」形骸化のパターンに陥ってしまう。 

 

対策④：「風通しの良い企業風土」を経営目標に組み込め 
〜現場に権限と責任を与える企業文化なくして、有事の即応はあり得ない〜 

【期待効果】 
第 7章で見た通り、企業風土は実効性と強い相関を示した。経営方針や目標の全社共有を「強くそう
思う（共有している）」と答えた層では 87%、現場への権限移譲を「強くそう思う（進んでいると実
感）」と答えた層では 85%、部門間の交流が活発だと「強くそう思う（強く認識している）」と答えた層
では 89%が「BCPは機能する」と回答している。有事にトップダウンの指示が途切れても現場が判断でき
るかどうかは、平時に情報と権限がどこまで渡されているかで決まる。 
 

【実施事項】 
＃ 実施事項 目安 
1 経営陣自身の目標・査定項目に、企業風土に関する項目を設定する 次期の目標設定から 
2 悪いニュースほど速く上がる報告ルートを明示する エスカレーション基準を文書化 
3 現場に付与する権限の範囲を、有事に限って事前に決めておく 金額・判断範囲を明記 
4 360度評価など、風土を測る仕組みを導入する 年 1回の定点観測 
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【障壁】 
企業風土の改善は一足飛びには実現しない。当社の支援経験では、経営陣の目標に組み込んでから
組織全体に浸透するまでに最低でも 3年を要する。そもそもリスクマネジメントにおいて、嘘やごまかしのな
い企業文化を目指すことは、もはや必須の要素である。どれほど細かいルールを作っても抜け道はあり、そ
れだけで不祥事が減ることはない。 
 
企業風土は BCP に限らず、生産性や人材の定着にも寄与する。「BCPのための風土改革」と位置づけ
ると社内の理解は得られにくいが、経営課題として掲げれば話は変わる。そして風土は経営陣から組織
全体へ伝播させる以外に変えようがない。BCP の活動を全社へ拡大・浸透させ続けることが、そのまま危
機に強い組織風土の醸成につながる。 
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10. おわりに 

世の中に BCP に関する調査は少なくない。しかしながら、その BCP が機能するか、という実効性に正
面から着目する調査は、我々が知る限りほとんど例がない。実効性こそが問われるべきだ――その一点に
こだわって重ねてきた全 3回にわたる調査の集大成であり、最後のレポートとなるのが本レポートである。 
 
本調査を通じて、「実効性に自信を持つ組織」と「自信を持てない組織」の間には、経営層の関与、訓
練、企業風土などの面で違いが見られた。想定脅威が自然災害からサイバー攻撃やシステム障害へと広
がりを見せるなか、依然として多くの企業が「社員の意識向上」や「ノウハウ不足」という人的な障壁に直
面している。 
 
その一方で、3年間の調査を経て、有事に動ける組織をつくるカギもより明確になった。経営トップ自らが
オーナーとして前面に立つこと、そして経営層から現場まで多様な階層と部署を巻き込み、多様な脅威に
対応する訓練を積み重ねること——これらが揃う組織ほど、BCP が機能するとの回答割合が高かった。特
別な組織だけの特権ではなく、どの企業でも今日から着手できることばかりである。 
 
日々企業はさまざまなリスクに晒されている。大規模地震や風水害にとどまらず、巧妙化するサイバー攻
撃、基幹システムの停止、地政学リスクなど思いつくものは枚挙に暇がない。本調査プロジェクトは今回で
ひとつの節目を迎えるが、企業の危機対応に終わりはない。単なるマニュアルの作成に満足せず、有事に
即応できる「生きた BCP」を追求し続ける必要がある。過剰に恐れることなく、変化へ柔軟に対応できる
強靭さを養うためにも、定期的に BCP を点検するべきだ。 
 
全 3回の定点観測調査では、BCPの策定率が高まっている一方、本調査では実効性に確信を持つ回
答が増えておらず、策定だけでは十分でないことが改めて示唆された。従来の固定シナリオに依存した「分
厚い文書」を、変化し続ける現代の多様化した危機のなかで機能させるのは至難の業である。今、企業
に求められているのは、原因を問わず経営資源の損害から復旧を目指す「オールハザード対応へのパラダ
イムシフト」と、平時から経営層が積極的に関与する「訓練の反復」に他ならない。 
 
トップが BCP の重要性を説き、組織内で訓練や研修を行い、自組織の BCP を問い直す機会として活
かす。それが本調査で見えてきた実効性向上の一歩となる。 
 
ニュートン・コンサルティング(株)は、オールハザード BCP の策定やサイバーセキュリティ態勢の強化、継
続的な訓練・演習などはもちろん、最終的に有事に強い組織風土の醸成に向けたリスクマネジメント活
動の支援を行っている。実効性のある BCP に向けて本気で取組みたいと思っている方は、ぜひご連絡
いただきたい。 
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11. 調査方法と設問一覧 
※本レポートでは、2025年 12月に実施した第 3回調査を「2025年調査」、2024年に実施した第 2回調査を「2024年調査」、
2023年に実施した第 1回調査を「2023年調査」と表記している。図表中の「(2025)」等も同様である。 

 
1. 調査方法 

調査方法の概要を下記の通り記載する。 
項目 内容 

調査の目的 BCP の策定内容・活動(事実)と実効性(真実)に関する状況・意識調査 

回答者 

BCP を策定している企業で、自社の BCP関連業務に携わっている方 703名 
 全社 BCPの責任者 
 BCP の社内推進事務局 
 危機時に BCP を実行する部門の責任者 
 危機時に BCP を実行する部門の担当者 

回答者属性 

回答者 703名の資本形態および所属組織規模は以下の通り 
 日系 

 5,000名以上：130名 
 3,000～5,000名未満：158名 
 1,000～3,000名未満：166名 
 500～1,000名未満：172名 

 外資系 
 5,000名以上：17名 
 3,000～5,000名未満：14名 
 1,000～3,000名未満：19名 
 500～1,000名未満：27名 

調査期間 2025年 12月 

調査手法 
ウェブアンケート 
※株式会社クロス・マーケティングの協力のもと実施 

※ 数字の合計はパーセンテージの端数処理のために 100%にならない場合がある。 
※ 複数選択での回答を求めた設問もあるため、本レポートに記載されているグラフの合計値が 703名を超える場合

がある。 
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2. 設問一覧 

SA:単一選択 MA：複数回答 NU：数値入力 

No 設問文 選択肢 

Q1 貴社の資本金を教えてください｡ SA 
Q2 貴社の拠点はどのくらいありますか? SA 
Q3 あなたの所属部署について教えてください｡ SA 
Q4 貴社で BCP を統括するのはどの部署ですか? SA 
Q5 貴社の BCP事務局は専任・兼任どちらですか? SA 
Q6 貴社の企業風土に当てはまるものはどれですか?一番近いと思うものを教えてください｡ SA 
Q7 BCP を策定したきっかけは何ですか? MA 
Q8 BCPの見直し状況について教えてください｡ SA 
Q9 見直しした､見直し中､見直し予定と回答した方にお聞きする｡見直しのきっかけはなんですか? MA 
Q10 BCPの想定脅威は何ですか? MA 
Q11 現状の BCP に対する課題について教えてください｡ MA 

Q12 
サイバー攻撃を想定した BCP に取り組んだ､取り組み中､取り組む予定の場合､取り組む上での課
題は何ですか? 

MA 

Q13 BCP訓練はどれくらいの頻度で実施するルールとなっているか? SA 
Q14 前回 BCP訓練を実施したのはいつですか? SA 
Q15 前回実施した訓練はどのようなシナリオでしたか? MA 
Q16 前回の BCP訓練の参加者は誰ですか? MA 
Q17 定期的な BCP の活動として実施していることを教えてください｡（マトリクス設問）   

Q17_1 └社長は BCP に対する訓示等を示している SA 
Q17_2 └マネジメントレビュー等で BCP活動を経営陣に報告している SA 
Q17_3 └従業員に対して BCP に関する E ラーニングや社内研修を実施している SA 
Q17_4 └優先事業・業務や復旧目標の見直しを毎年実施している SA 
Q17_5 └事業部門とコーポレート､ITが一緒に訓練している SA 
Q18 有事に｢適切に動ける BCP｣となるには何が必要だと思っているか? MA 

Q19 
想定内､想定外の危機についてお聞きする｡自社の BCPは｢想定する｣危機が発生した際に機能す
ると思っているか? 

SA 

Q20 前問の回答について､そう思う理由は何ですか? MA 
Q21 自社の BCPは｢想定外の｣危機が発生した際にも機能すると思っているか? SA 
Q22 前問の回答について､そう思う理由は何ですか? MA 
Q23 ERP(緊急時対応計画)の型について教えてください｡ SA 
Q24 CMP(危機管理計画)の型について教えてください｡ SA 
Q25 (狭義の)BCPの型について教えてください｡ SA 
Q26 組織風土・文化について教えてください｡ SA 

Q27 
ニュートン BCP フレームワークを確認の上､自組織の ERP(災害等発生時の初動対応)について教え
てください｡（マトリクス設問） 

― 

Q27_1 └ERP について､いざとなったら､だれが指示するか決まっている SA 
Q27_2 └ERP について､その指示する人は全員に認識されている SA 
Q27_3 └ERP について､有事が発生した際に､後悔しないと言えるだけの活動ができている SA 
Q27_4 └CMP について､いざとなったら､だれが指示するか決まっている SA 
Q27_5 └CMP について､その指示する人は全員に認識されている SA 
Q27_6 └CMP について､有事が発生した際に､後悔しないと言えるだけの活動ができている SA 
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No 設問文 選択肢 

Q27_7 └(狭義の)BCP について､いざとなったら､だれが指示するか決まっている SA 
Q27_8 └(狭義の)BCP について､その指示をする人は全員に認識されている SA 
Q27_9 └(狭義の)BCP について､有事が発生した際に､後悔しないと言えるだけの活動ができている SA 

Q28 
BCPの内容についてどう思っているか?(内容はどの会社にも似ていない自社オリジナルである/内容は
そのまま他組織にも当てはまる内容である) 

SA 

Q29 BCP基本方針はホームページ等で公表しているか? SA 
Q30 BCPのオーナー(最終責任者)は社長または事業責任者ですか? SA 
Q31 BCP活動や取組み姿勢について､どう思っているか?(マトリクス設問)   

Q31_1 └常に有事に機能することが第一目的となっている SA 
Q31_2 └社長自ら自社の BCPがどうあるべきか示している SA 
Q31_3 └社長の BCP への想いを実現するための適切な BCP事務局メンバーがアサインされている SA 
Q31_4 └BCP事務局は社長の BCP への想いを確認・共有できている SA 
Q31_5 └BCP事務局は経営陣から信頼されている SA 
Q31_6 └BCP事務局と IT部門は､IT-BCPの観点で定期的にコミュニケーションを取っている SA 
Q31_7 └BCP事務局について､適切な力量がある SA 
Q31_8 └BCP事務局について､適切な権限がある SA 
Q31_9 └BCP事務局は現場をよく知っている SA 
Q31_10 └現場の責任者は重要性を認識し､自分事として取り組んでいる SA 
Q31_11 └社長が熱心にやってくれないので､現場が努力しない SA 
Q31_12 └毎年経営と現場の責任者が訓練・演習に参加している SA 
Q31_13 └コンサルタントを活用する場合､BCPの専門家であるが､業務の専門家ではないことを認識している SA 
Q31_14 └BCP について独自のやり方を考えて活動している SA 

Q32 貴社の企業風土について､どう思っているか?(マトリクス設問)   
Q32_1 └トップのリーダーシップが強い SA 
Q32_2 └トップに危機意識がある SA 
Q32_3 └トップから現場まで必要な情報が共有されている SA 
Q32_4 └役員同士が本気で議論できる会議体がある SA 
Q32_5 └会社の理念が浸透している SA 
Q32_6 └方針や経営目標などについて情報共有できている SA 
Q32_7 └先例がない新しいことも積極的に挑戦する社風である SA 
Q32_8 └在宅勤務､フレックス勤務､育児休暇など､柔軟な働き方を推奨している SA 
Q32_9 └上位下達の文化でありトップや上司と異なる意見は言いにくい SA 
Q32_10 └現場に必要な権限と責任が付与されている SA 
Q32_11 └現場主導で改善活動が進んでいる SA 
Q32_12 └部門を超えた交流が盛んである SA 
Q32_13 └進めていた仕事の方針が途中でトップや上司の意向でよくひっくり返される SA 
Q32_14 └懲罰が厳しく､その通り実行されている SA 
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12. 会社案内 
 
【ニュートン・コンサルティング株式会社 概要】 
https://www.newton-consulting.co.jp/ 
社名  ：ニュートン・コンサルティング株式会社 
所在地 ：東京都千代田区麹町 1-7 相互半蔵門ビルディング 5F 
設立  ：2006年 11月 13日 
資本金 ：30,000,000円 
代表者 ：代表取締役社長 副島 一也 
事業内容：リスクマネジメントに関わるコンサルティング 
 
【主なサービス】 
リスクとセキュリティ専門のコンサルティング会社として、実効性のある BCP や危機対応支援に特化し、以下に関する
構築・改善支援コンサルティングサービスを提供している。 
・ 全社的リスク管理(ERM) 
・ サステナビリティ 
・ 危機管理・レジリエンス 
・ 事業継続(BCP/BCM) 
・ IT-BCP・サイバー攻撃対応 BCP・システム障害対応 
・ サイバーセキュリティ 
・ AI/デジタルガバナンス 
・ 経済安全保障・地政学リスク 

 

 本調査は、ニュートン・コンサルティング株式会社が、企業や公的機関におけるリスク管理や BCP
の推進を支援することを目的として、自主的な活動として行っているものである。 

 本アンケート調査の生データは提供していない。 

 本報告書の著作権は、ニュートン・コンサルティング株式会社が保有する。 

 内容の一部を転載・引用される場合には、出典として当社名称「ニュートン・コンサルティング株式
会社」および調査の名称「BCP の事実と真実」を併記した上で、当社まで御一報いただきたい。 

（E メール：info@newton-consulting.co.jp） 

 以下の行為はご遠慮ください。 
・ データの一部または全部を改変すること 
・ 本報告書を販売・出版すること」出典を明記せずに転載・引用を行うこと 

 
 免責事項（Disclaimer） 

 内容の正確性・最新性について 
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本報告書に掲載されている情報、データ、および考察は、調査実施時点（2025年 12月）におけるア
ンケート調査結果に基づき、客観性と妥当性を考慮して作成されておりますが、その正確性、完全性、最
新性、あるいは特定の目的に対する適合性を保証するものではありません。 

 
 意思決定と自己責任について 

本報告書に記載された分析結果、推奨アクション、事例等は一般的な情報提供を目的としたものであ
り、個別の組織における特定の法的・実務的判断や危機管理対応の指示を構成するものではありませ
ん。本報告書の情報を利用して行われた判断や行動によって生じた、いかなる損害や不利益についても、
当社（ニュートン・コンサルティング株式会社）は一切の責任を負いかねます。 

 
 内容の変更について 

本報告書の内容は、予告なく変更、修正、または改訂されることがあります。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問い合わせ先及び作成者 
ニュートン・コンサルティング株式会社 
リスク&レジリエンス・サーベイ タスクフォース 
プリンシパル・コンサルタント 内海 良 
 
TEL: 03-3239-9209 
FAX: 03-5913-9950 
Mail: info@newton-consulting.co.jp 
HP: https://www.newton-consulting.co.jp/ 
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